



















































































純利益 452億2000万ドル 264億7600万ドル 216億6600万ドル
（4兆2959億円） （2兆5152億円） （2兆582億円）
売上高利益率 9．5％ 5．8％ 6．0％
使用総資産 2280億5200万ドル 2824億100万ドル2282億3800万ドル
（21兆6649億円） （26兆8280億円） （21兆6826億円）









原油生産 240万5000bpd 169万3000bpd 240万1000bpd
天然ガス生産 90億9500万cfpd85億6900万cfpd83億3400万cfpdROACE 53．6％ 18．3％※ 約20％※※
可採埋蔵量 223億2000万boe109億300万boe181億5000万boe
下流事業：
石油精製高 541万6000bpd 320万bpd 569万8000bpd
石油売上高（数量） 676万1000bpd3726億300万ドル 3204億5800万ドル
（35兆3998億円） （30兆4435億円）ROACE 31．8％ na na
石油化学（その他）：
製品売上高（数量） 2498万2000トン 490億8500万ドル 50億4000万ドル
（4兆7357億円） （4788億円）ROACE 20．4％ na na
注1：円換算レートは，1ドル95円00銭で計算している（2009年8月3日）。
注21ROACEは，“Return　of　Average　Capital　Employed”（平均投下資本利益率）を示す。
注3：“bpd”は，“barrel　per　day”のことで「1日あたりのバレル数」を示す。
注4：“boe”は，“barrel　of　oil　equivalent”のことで「原油換算量」を示す。
注5：“cfpd”は，“cubic　feet　per　day”のことで「1日あたりO．48立方メートル」を示す。
注6：シェルは事業ごとのROACEを発表していないため，同社のROACEは事業全体の数値である。また，
　　BPも同様に全事業のROACEを発表しているにとどまるが，さらにその数値もおよそのものとなっ
　　ている。
出所；Exxon　Mobil，2008，　Royal　Dutch　Shell，2008，　BP，2008に基づき作成
　可採埋蔵量（proved　reserve）においても，エクソンは原油換算で220億バレル以上を有し
ており，これについてもシェルとBPのそれを凌駕している。また，エクソンが採掘権を有す
る総埋蔵量は，推定で720億バレルにも達していることから（Exxon，2008，　p．31），将来的な
一アメリカ石油産業におけるCSR一 395
エネルギーの安定供給においても磐石の基盤を築いているといえよう。このように高い財務的
安定性が評価され，スタンダード・アンド・プアーズ（S＆P）の2009年1－6月期の格付けに
おいても，エクソンはトリプルA格付けを付与されている（日本経済新聞朝刊2009年7月16日）
??
3．エクソンのCSR問題とその評価
3－1．エクソンのCSRに対する評価
　上記では，エクソンの財務的な優位性をシェルやBPとの比較から明らかにした。しかし，
このような側面とは反対に，エクソンのCSRに対する評価は，シェルやBPのそれと比較す
ると極めて低い水準にある。
　“Newsweek　Global　500”（世界企業ランキング500）は，各企業の財務項目とCSR項目を得
点に換算して，その合算数値に基づいて順位付けを行っている。図表3は，その数値に基づい
て三大スーパー・メジャーのCSRランキングを表しているが，ここでは財務項目の得点を省
いて，CSR項目のみを抽出して集計している。その理由としては，図表2からも分かるとお
り，エクソンの財務体質が極めて優れているため，財務項目とCSR項目を合算した数値では，
CSRの正当な評価ができないと考えたからである。
図表3：三大スーパー・メジャーのCSRランキング
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出所：’‘Newsweek　Global　500”各年版に基づき作成
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　3社のCSR得点は，　BPとシェルがおよそ50ポイント付近の数値であり，エクソンも近年
急速に数値を改善させ40ポイントに届こうかという状況である。しかし，2004年から2008
年までの順位という側面を考慮すると，BPが5位→36位→8位→25位→81位6，シェルが
22位→33位→48位→15位というように，各年を通じて両社とも上位に位置していることが
分かる。これに対して，エクソンは231位→250位→329位→263位→298位といったように
500社中の順位においては，依然として下位に低迷したままである。この理由としては，2000
年代中盤以降CSRに対する世界的な関心が高まった結果，それまでCSRに熱心ではなかっ
た企業においても，CSR報告書の発行やEMS（環境マネジメント・システム）の構築など
の動きがあったため，CSR得点全体が上昇する傾向にあったからと考えられる。エクソンの
CSR得点も上昇基調にあるが，順位の面での変動がないということは，同社のCSRがBPやシェ
ルのようにプロアクティブなものではなく，「平均的な取り組み」に過ぎないことを物語って
いる。
　ともあれ，CSRにおいては「社会性」が鍵概念になるのだが（高橋，2007），エクソンの操
業における社会性は，同業他社に対して極めて低く評価されてきたのである。
3－2．エクソンが過去に惹起したCSR問題
　上記のように，エクソンのCSRが極めて低く評価されている背景には，同社が惹起してき
たCSR問題（反社会的活動）が大きく影響している。以下では，エクソンのCSR問題を整理
して同社の従来の経営戦略の一端について言及する7。
（1）環境問題
　まず，エクソン保有の原油タンカー「バルディーズ号」が，1989年にアラスカ沖で座礁した「バ
ルディーズ号事件」（Exxon－Valdez　Accident）がよく知られている。原油流出とその被害に対
する当時のエクソンの認識は低く，原油回収作業も遅れ，結果的に4万2000キロリットルに
及ぶ大量の原油を流出してしまい大規模な環境破壊を引き起こすことになった。流出範囲は実
に2500平方キロメートル，推定10万羽の海鳥と100万頭以上の海洋動物を死滅させた大規模
環境問題であった（Greenpeace　Homepage）。
　この事態を受けて，セリーズ（CERES）によって，環境問題専任取締役や情報開示など10
項目からなる「バルディーズ原則」が策定され，現在も「セリーズ原則」と名称を変えて存続
している8。セリーズは，環境保護を推進する投資家団体であり，この原則を受け入れた企業
に優先的に投資を行うことを定めており，バルディーズ号事件がSRI（社会的責任投資）を促
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進する契機の1つにさえなっている。さらに，1990年には「油による汚染に係る準備，対応
及び協力に関する国際条約」（OPRC条約）・が締結されるなど，様々な範囲へ影響が及ぶこと
になった9。
　近年では，環境保護団体グリーンピースによって展開された“Stop　Esso”キャンペーンが
有名である。温室効果ガス（GHG）削減への世界的な取り組み気運が高まっているなかで，
エクソンは様々な妨害活動を行い，これに対する批判から同社製品の不買運動が展開された
（Gueterbock，2002）。エクソンは「地球気候連合」（Global　Climate　Coalition，以下GCC）の
中心的なメンバーとして大きな役割を担ってきており，1989年に発表された「気候変動に関
する政府間パネル」（lntergovernmental　Panel　on　Climate　Change，　IPCC）の報告書への反対
活動，京都議定書の調印および発効の阻止を試みたロビー活動など，種々のGHG削減枠組み
への反対工作を実施してきたのである。2001年当時，ブッシュ政権下のアメリカは，最大の
GHG排出国であるにも関わらず京都議定書からの離脱を宣言したが，この政策的決断を強力
に後押ししたのがエクソンであり，多額の献金を通じてロビー活動が展開されていたという
（Greenpeace　Homepage）。グリーンピースの「エクソンモービルー不正工作の10年一」にお
いて示されているとおり，これら以外にもエクソンの気候変動防止への取り組み妨害は多面的
に行われてきたという（Greenpeace，　2002）。
（2）人権問題や政府との癒着
　エクソンは，人権問題や政府との癒着についても大きな問題を抱えてきた。実際に，2001
年にはインドネシアでの人権侵害により，同社は米連邦裁判所へ告訴されている。エクソン
の同国におけるガス田操業において，同社が雇ったインドネシア治安軍（lndonesian　security
forces）の活動が人権侵害を孕んでいたのである。治安悪化が懸念されるなかで，エクソンが
自らの採掘・精製施設を軍によって警護されること自体は批判の対象にはならないが，軍は同
社の操業を護衛するだけでなく，その過程で長年にわたって殺人，拷問，レイプなどを繰り返
してきたという（Aaronson，2003，　p．323）。そして，そのような治安軍の活動をエクソンは放
置し続け，これに対する責任が問われることになったのである。
　また，エクソンはチベットの人権侵害にも関与していると批判されている。同社が，中国石
油天然気集団（ペトロチャイナ）などと共同でチベット自治区の天然ガス開発にも参加したた
めである。チベット自治区の天然ガスを採掘して中国本土へ輸送することにより，同地区の天
然ガスが枯渇してしまえば，チベットが独立を勝ち得たとしても将来的に所得を得る手段が閉
ざされてしまい，結果的に独立の道を閉ざしてしまう。このような中国政府によるチベットの
植民地強化にエクソンも加担したことから，人権問題として同社に対する批判を集めることに
なったのである（ダライ・ラマ法王日本代表事務所ホームページ）。
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　人権問題に加えて，エクソンと政府との癒着も指摘されている。同社がインドネシアにおけ
る人権侵害で告訴されたことは前述のとおりであるが，ブッシュ政権はこの告訴を却下するよ
う米連邦裁判所に要請していた（Colombia　Journal　Homepage）。また，2003年のイラク戦争
勃発に際しても，エクソンを中心とする石油産業からブッシュ政権へ強い要請があったことも
指摘されている。実際戦争勃発の直前に同国省庁幹部とエクソンなどの経営者らとの問で非
公式会合が持たれ，イラク油田を支配するための計画が準備されていたとも報道されている
（Ma〃Street　Journal，　January　16，2003）。エクソンによるブッシュ政権への巨額献金報道からも
分かるとおり，両者の問には蜜月の関係が築かれてきたのであった。
　このようなことから，従来のエクソンの経営戦略は，短期的な利益獲得を優先事項として，
操業から生ずる社会的問題については，政府の支援の下で封じ込めていくものであった。近年
では，CSRに対する関心が高まるなかで，エクソンもCSRに積極的に取り組まざるを得ない
状況が醸成されており，同社のCSR報告書においてもCSRへの姿勢や成果などが示されてい
るlo。しかし，過去に惹起してきた社会的問題の大きさもあって，エクソンのCSR活動は現
在においても相対的に低い評価に甘んじざるを得なくなっている。
4．CSR促進におけるアメリカ政府の役割
4－1．アメリ力企業全体のCSRに対する評価
　図表4は，‘‘Newsweek・Global・500”の上位100社に占める国別の割合を表している。ここから，
イギリス企業22社，アメリカ企業20社，大陸欧州企業31社が，上位100社に占める中心国となっ
ていることが分かる。アメリカは2位の割合を占めていることから，一見すると健闘している
ように思われる。しかし，1位のイギリスのGDPが2兆1200億ドル（2004年）に過ぎない
のに対して，アメリカのそれは11兆7100億ドル（2004年）であり，アメリカ経済の規模は
イギリスに比べて圧倒的に大きい。それにも関わらず，イギリスよりも上位に位置づけられて
いる企業数が少ないのである。このようなことから，一部のアメリカ企業は客観的にも高く評
価されるCSRを実施しているが，大多数のアメリカ企業のCSRは不十分もしくは客観的に評
価されうる基準に達していないということができる。
　上記では，エクソンのCSRに対する評価が競合他社に比べて低い要因を，同社が過去に惹
起してきた社会的問題，およびCSRへの取り組みが遅れたことに求めた。以下では，エクソ
ンがCSRに対して消極的になった背景として，アメリカ政府の不十分なCSR政策を中心に考
察し，CSRに対する政府関与の重要性について指摘する。
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図表4：“？Vewsweek・Global・500”上位100社に占める国別割合
國アメリカ
Wイギリス
闘大陸欧州
口その他
出所：“Newsweek・Globa1・500”，2007年版を基に作成
4－2．アメリカ政府のCSR政策
　1980年代から，南アフリカや旧ローデシア（現在のジンバブエ）などの人種差別国との貿
易や投資に批判が集まるに連れて，欧米企業は人権問題を生じている国々との取引を自粛する
ようになった（Mahoney，1990，　pp．45－47）。このように多国籍企業の倫理意識が高まっていた
にも関わらず，2000年代初頭には，エクソンのほかにも，コカ・コーラ，GM，シェルなどが
途上国操業において人権問題を惹起し告訴されるケースが見受けられたH。
　この結果，CSRに対する「公共からの圧力」（public　pressure）が高まり，それまでCSRは
企業の「自発的行動」（voluntary　approaches）と見なされてきたが，多くの経営者や投資家
がCSRに対する基準や枠組みを政府に求めるようになったという（Aaronson，2003，　p．311）。
EUにおいては，マルチステークホルダー・フォーラムの開催や欧州委員会によるホワイ
ト・ペーパー（“European　White　Paper　Steers　Clear　of　Regulation　on　CSR”）の発行などに
より，CSRの制度化が進むことになる（藤井，2005，51－58頁）。とくに，イギリスの取り組み
は顕著であり，ブレア政権以降，CSR担当大臣の設置，　CSR報告書作成基準の設定，　SRIの
促進特定産業を対象とした政府主導型プロジェクトの設立など，CSRを経済政策の一環に
位置づけた戦略的な取り組みが見られている。同国のCSR政策は，「調整された野心的戦略」
（coordinated　and　ambitious　strategy）と呼称されるように体系的な戦略であるのに対して，
アメリカ政府はCSRの基準設定に一切関与せず，むしろ企業のCSRに対する取り組みを混乱
させてきたことから，「矛盾した非連続的イニシアティブ」（contradictory　and　unconnected
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initiatives）とさえいわれている（Aaronson，2003，　p．309）。
　「経営戦略としてのCSR」（Corporate　Social　Responsibility　as　a　business　strategy）とい
う発想は元来アメリカにその起源を持ち，製薬各社による早期の行動規範の制定，サリバ
ン（Sullivian，　RL）による南アフリカ操業での活動原則（「サリバン原則」）の提示などのほ
か（Aaronson，2003，　p．318），　SRIファンド数も1980年代には100を超えその投資残高は2兆
8000億ドルにまで及んでいる（経済産業省ホームページ）。このように，アメリカでは民間が
主体となってCSRを推進してきた経緯もあり，投資家や地域社会などから企業の社会的活動
に高い関心が寄せられているのである。
　しかし，近年のアメリカ政府は，政策立案に際して国防利害や経済利害が優先事項になっ
ており，その結果，地球的規模でCSRを促進する政策を立案しなくなっている（Aaronson，
2003，pp．319－320）。国務省（the　Department　of　State）には，民主主義・人権・労働局（Bereau
of　Democracy，　Human　Rights，　and　Labor，以下DHL）が設置されており，次官補（Assistant
Secretary）のクラナー（Lorne　Craner）によると，　DHLはCSRを支援し促進する部門であ
るという。しかし，同局ではCSRは自発的なガイドラインに基づき，公共セクターと民間セ
クターのパートナーシップが最善の策であると認識し，CSRに対するイニシアティブは極め
て弱くなっている（U．S．　Department　of　State　Homepage）。　OECDは多国籍企業行動指針（The
OECD　Guidelines　for　Multinational　Enterprises）を定めており，アメリカもこの行動指針を
採択している。採択国では，相談窓口としてナショナル・コンタクト・ポイント（National
Contact　Point，　NCP）を設置しなければならないが，　DRLはこれを一般に知らしめることを殆
どしていない。このようなことから，政府が窓口となって国際的な基準づくりへの参加姿勢も
見られるが，「自発性」という名目に依拠するあまり，CSR促進における十分な支援さえ進ん
でいない状況にあるのである。また，国際貿易の推進役を担う米通商代表部（USTR）におい
ても，企業の国際化にCSRが一定の役割を果たすことを認識しながらも，投資政策にCSRを
盛り込むような政策を実施しておらず，結局，ブッシュ政権のグローバル戦略からCSRは除
外されることになってしまったという（Aaronson，　2003，　pp．321－325）。
　チョップ（Tschopp，　DJ．）は，アメリカ政府がCSR促進に消極的な姿勢を示す背景を以下
のように説明している。つまり，同国では徹底した保守主義・新自由主義体制の下で一貫して「小
さな政府」を理想とし，CSRも含めた何らかの規制が企業活動および金融市場に負の影響を
及ぼすという伝統的な考え方が，政策においても強く反映されているからだという（Tschopp，
2005，p．57）。アメリカにおける社会的責任は端的にいえば，成功した者による寄付活動にプラ
イオリティがあり，地域貢献が重視される「企業市民」（Corporate　Citizenship）の発想が強
いことを合わせて考慮すると（藤井，2005，4245頁），同国において法的規制の範疇を超える
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責任について政府が関与することは考えられないのである。このような政策的志向があるため
に，政府によって基準や枠組みが付与されず，各企業のCSR活動の統一性が欠如するばかりか，
エクソンのようにCSRに強い関心を示さない企業も出現するようになる。つまり，アメリカ
では「CSRの明示化」が極めて弱い状況にあるということができる12。
　例えば，CSR報告書の発行は，アメリカおよびEU各国ともに強制ではなく，企業の自発
性に依拠している。それでもEU各国では，フランス政府がCSR報告書の発行を同国企業に
要請したり（Tschopp，　2005，　p．58），イギリスでは「事業・財務レビュー」（OFR）によるCSR
情報の開示義務化の試みに加え（矢口，2007），GRIやSA8000などの報告書作成基準の遵守
に対する強い要請もある。アメリカ政府はこれについても一切関与しておらず，CSR報告書
に関しても，アメリカ企業は，EU各国企業に発行企業数や内容の充実という面で大きく劣っ
ているという13。このようなことから，アメリカ企業のCSRへの評価が低くならざるを得な
い背景には，政府が有効な基準づくりやイニシアティブを果たせなかったことが要因の1つに
なっていることが想定されるのである。
　石油産業についても，イギリス政府は，UKOOA（英国北海操業者協会）との協力を通じた
CSRの基準策定，　EITI（採掘産業透明性向上イニシアティブ）による透明性向上に積極的に
関与するなど，同産業のCSRを促進誘導する政策を実施している14。こうした政策に呼応
するかのように，石油各社もCSRに対する取り組みを積極化させている。これに対してアメ
リカ政府は，エクソンのCSRを促進させる何らかの取り組みを行わなかったばかりか，同社
の反社会的行動を助長し保護さえ与えてきた。石油産業は，国家利害と密接な関係を有するゆ
えに，政府の意向が一般の産業企業に比べて強く反映される。それは同産業のCSRにおいて
も同様であろう。それゆえ，BPとシェルおよびエクソンとの間にCSRに対する姿勢や評価に
大きな差異が生じたことも，政府の政策的関与の有無にその要因の一端があると考えられる。
5．むすびにかえて
　以上，本論文ではアメリカ石油産業のCSRについて，エクソンのCSRとアメリカ政府の政
策的関与に焦点を当てて考察してきた。以下では，本論文の内容を要約するとともに，得られ
た示唆および今後の課題を提示してむすびにかえたい。
　まず，本論文では，近年のエクソンの業績が競合他社と比較して優れていることを示した。
純利益額のほかに経営の効率性や可採埋蔵量の大きさなどから，同社の財務が極めて安定し
ていることが明確になった。しかし，エクソンのCSRに対する評価は極めて低く，同社が惹
起してきた環境，人権，癒着といった数々の社会的問題に直接的な要因があることも示され
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た。しかし，アメリカ企業のなかでもエクソンのCSRのみが低く評価されているのではなく，
同国企業のCSRに対する評価は全般にわたって低迷していた。　EU各国では，政策レベルに
CSRが盛り込まれ，　CSRの基準策定やイニシアティブが政府によって積極的に取り組まれて
いたのに対して，アメリカでは政府がCSR促進に一切関与しないばかりか，企業の反社会的
行動を助長する政策さえ展開してきたのである。このようなことから，アメリカにおいては
CSRを制度化させる政策が欠如し，　CSRの明示化が不十分な状況にあり，その結果，企業の
CSRに対する関心も欠如し，企業の責任は，企業市民的な活動の範囲にとどまっていたと考
えることができる。
　CSRは企業の自主的な活動であり，この認識は世界の共通項となっている（BIS
Homepage）。しかし，政府がCSRに関与することは，必ずしも企業の自主性を殿損するもの
ではない。政府がCSRの枠組みを策定して，それに基づいて企業が自主的に判断してCSRを
展開していくことを考慮すれば，CSR政策自体が企業の自主性を妨げることにはならない。
むしろ，企業にとっても，暗中模索的にCSRに取り組むよりも，一定の枠組みが提示されて
いるほうが望ましいと考えられる。とくに石油産業は，政府との関係が強く，バリューチェー
ンの社会的影響が大きい産業であることを考えれば端的にこれを指摘することができるであ
ろう。このように考えると，近年のエクソンのCSRに対する評価の低迷は，エクソン1社の
みの行動に基づくのではなく，アメリカ政府と同社が一体となって築き上げた負の成果という
ことができよう。
　今後の課題としては，エクソンが従来の問題を踏まえて，いかにCSRの重要性を認識し，
経営戦略に取り込んでいるかを考察する必要がある。オバマ政権下において，ブッシュ政権
　　　　　　　　　　i時のようにエクソンが政府と蜜月の関係を築くことは困難であり，グリーン・ニューディール
などの環境政策も同社のCSR戦略に大きな影響を与えると考えられる。このような状況下で，
エクソンのCSRに対する取り組みを考察して，その成果と課題を明らかにする必要があると
考えている15。また，イギリスやEU各国では，　CSR政策が経済の競争力強化と結びつけられ
ているが，石油産業におけるCSRの実施がいかに同産業の競争力強化へと結びつくかについ
ても研究する必要性があるであろう。今後は，このような課題を踏まえて研究を進めていきた
いo
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【注】
1世界の主要原油指標であるWTI（West　Texas　Intermediate）では，2008年7月に1バレル147ドルという
　史上最高値を付けたが，その後の金融危機を受けて，原油価格は一時30ドル台まで低下した。なお，直近で
　は70ドル台まで回復している。
2石油産業全般におけるCSR問題やその特徴については，矢口（2009）を参照されたい。
3エクソンの日本法人は本社から数えて「ひ孫会社」に相当するが，同社は有限会社形態を採用している。こ
　のような形態を選択する理由としては，法人税対策など様々な要因が考えられるが，その本質的な採用理由
　については今後の課題としたい。
4シェルやBPが下流事業で大幅な損失を被っているのに対して，エクソンが同事業領域で高い利益を達成し
　ている理由については，今後同社のマーケティングや物流など下流事業の特質を考察していく必要がある
　と考えている。
5S＆Pの同期の格付けでは，トリプルAを付与された企業は全世界で16社に過ぎない。
62007年には，BPはアラスカのパイプ・ラインからの原油流出，テキサス・シティ製油所での火災事故を起
　こしており，その影響でCSR得点が低下していると考えられる。
7エクソンのCSRに関する研究は，極めて限定的であり研究蓄積も少ない。筆者の知りうる限りでは，バル
　ディーズ号事件による原油大流出を踏まえて，その影響や対策を考察する研究（Brody　et　al．，1996；Arata　et
　a1．，2000；MiaU　et　al．，　2002など），温室効果ガス削減に対するエクソンの妨害活動に関する研究（Gueterbock，
　2002；グリーンピース・インターナショナル，2002）などがあるに過ぎない。
8セリーズ原則については，CERES　Homepageを参照されたい。
90PRC条約の詳細については，環境省ホームページ（http：／／www．env．gojp／earth／esi／common／oprc．htm1）
　を参照されたい。
loﾚ細については，　Exxon　Mobil（2007）または同社ホームページなどを参照されたい。
11ｽ国籍企業が惹起した人権問題については，Aaronson（2003）を参照されたい。
12bSRの明示化とは，行動規範の設定，　CSR関連委員会の設置，　CSR報告書の発行など，企業内部にCSRが
　システム化され企業戦略の一環に取り込まれているような状況を示す。また、政策的にCSRが取り込まれた
　り，法制度のなかにCSRが取り込まれるような動きも，　CSRの明示化と考えることができる。詳細は，矢口
　（2007）を参照されたい。
13dU各国の企業は，　SA8000やGRIといった報告書作成基準を満たすようなCSR報告書を発効している場合
　が多いのに対して，アメリカ企業ではこれらの基準を満たすような企業は，EU企業と比べて極めて少ない
　（Tschopp，2005，　p．57）。
i4　UKOOAやEITIの活動の詳細については，矢口（2009）を参照されたい。
15エクソンの温暖化対策は，今日においても「一般論が多く，参考になる情報が乏しい」という批判が，投資
　家団体の世界100社調査から指摘されており，エクソンは米証券委員会（SEC）から改善要求を受けている（日
　本経済新聞朝刊2009年6月5日）。
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